
 

              

 
 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
4
 
R0
 

 

 

 

Ⅴ-2-9-5-4 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年8月 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 工事計画審査資料 

資料番号 KK7添-2-040-45 改0 

提出年月日 2020年8月4日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

機密事項に属しますので公開で

きません。 



 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9
-5
-4
 R
0 

 

 

 

Ⅴ-2-9-5-4 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性についての計算書 

 



 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9
-5
-4
 R
0 

目  次 

 

1. 概要 ............................................................................. 1 

2. 一般事項 ......................................................................... 1 

2.1 構造計画 ...................................................................... 1 

2.2 評価方針 ...................................................................... 4 

2.3 適用規格・基準等 .............................................................. 5 

2.4 記号の説明 .................................................................... 6 

2.5 計算精度と数値の丸め方 ........................................................ 8 

3. 評価部位 ......................................................................... 9 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 .................................................... 10 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 .............................................. 10 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ..................................................... 10 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 .............................................. 10 

4.2.2 許容応力 ................................................................. 10 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 ................................................ 10 

4.3 解析モデル及び諸元 ........................................................... 14 

4.4 固有周期 ..................................................................... 18 

4.5 設計用地震力 ................................................................. 19 

4.6 計算方法 ..................................................................... 20 

4.6.1 架台 ..................................................................... 20 

4.6.2 基礎ボルト(その 1,2,4) .................................................... 22 

4.6.3 基礎ボルト(その 3)及び取付ボルト(その 1,2,4) ............................... 25 

4.7 計算条件 ..................................................................... 26 

4.8 応力の評価 ................................................................... 26 

4.8.1 架台の応力評価 ........................................................... 26 

4.8.2 基礎ボルト及び取付ボルトの応力評価 ........................................ 27 

5. 評価結果 ........................................................................ 28 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 ............................................ 28 

 

 



 

 

1 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9
-5
-4
 R
0 

1. 概要  

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

遠隔手動弁操作設備遮蔽が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するも

のである。 

遠隔手動弁操作設備遮蔽は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の構造計画を表 2－1から表 2－2に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造  

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 1,2)の遮蔽板

は，取付ボルトで架台

に固定され，架台は，

十分剛な原子炉建屋の

壁に基礎ボルトにより

固定される。 

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 3) の遮蔽板

は，十分剛な原子炉建

屋の壁に架台を介さず

直接基礎ボルトで固定

される。 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽板 

架台 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

遠隔手動弁操作設備遮蔽 (その 1,2,3) 
(単位 ｍｍ) 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 3） 

基礎ボルト（ケミカルアンカー） 

18
70
 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 1） 

原子炉建屋 
1829 149 

取付ボルト 

遮蔽板 

遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

（その 2） 

架台 

アンカープレート 
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平面図

矢視図矢視図側面図

表 2－2 構造計画 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造  

遠隔手動弁操作設備遮

蔽(その 4)の遮蔽板

は，取付ボルトで架台

に固定され，架台は，

十分剛な原子炉建屋の

壁と床に基礎ボルトに

より固定される。 

 

 

 

 

 

遮蔽板 

架台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A A 

平面図 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 (その 4) 
(単位 ｍｍ) 

原子炉建屋 

B-B 矢視図 側面図 A-A 矢視図 

1200 

1102 

22
50
 

遮蔽板 

取付ボルト 

架台 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカー） 

アンカープレート 

B B 
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 2.2 評価方針 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す遠隔手動弁操作設備遮

蔽の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」

及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に

収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補 

-1984（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気 

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下 

「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｙ 

Ａｚ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄｏ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒb 

ƒc 

ƒs 

ƒｓｂ 

 

ƒｔ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

g 

i  

ℓｋ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｍ 

 

ｎ 

Ｐ１ ｍａｘ 

Ｐ２ ｍａｘ 

Ｑ  ｍａｘ 

Ｑｂ 

架台の断面積 

基礎ボルト又は取付ボルトの軸断面積 

架台鋼材のｙ軸方向有効せん断断面積 

架台鋼材のｚ軸方向有効せん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルト又は取付ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルト又は取付ボルトに作用する引張力 

架台の軸力（ｘ方向） 

架台のせん断力（ｙ方向） 

架台のせん断力（ｚ方向） 

架台の許容曲げ応力 

架台の許容圧縮応力 

架台の許容せん断応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容せん断 

応力 

架台の許容引張応力 

引張力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルト及び取付ボルトの 

許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

座標軸についての断面二次半径 

座屈長さ 

架台に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

架台に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

架台に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

遠隔手動弁操作設備遮蔽解析モデルの各節点の付加質量の 

合計(系の質量) 

基礎ボルト又は取付ボルトの本数 

Ｍｙによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大引張力 

Ｍｚによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大引張力 

Ｍｘによる基礎ボルトにかかるアンカープレート内最大せん断力 

基礎ボルト又は取付ボルトに作用するせん断力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s2 

mm 

mm 

N･m 

N･m 

N･m 

kg 

 

― 

N 

N 

N 

N 
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記号 記号の説明 単位 

ｒｊ 

ｒｍａｘ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｗ 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 

ｘ,ｙ,ｚ 

ｙｊ 

ｙｍａｘ 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

ｚｊ 

ｚｍａｘ 

 

Λ 

λ 

ν 

ν' 

π 

σb 

σc 

σf 

σfa 

σt 

σtb 

τ 

τｂ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までの長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までの長さが最大となる値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃に

おける値 

各モデルにおける遮蔽板の重量 

絶対(節点)座標軸 

局所(要素)座標軸 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｙ方向長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｙ方向長さが最大と

なる値 

架台のねじり断面係数 

架台のｙ軸周り断面係数 

架台のｚ軸周り断面係数 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｚ方向長さ 

各基礎ボルトからアンカープレート中心までのｚ方向長さが最大と

なる値 

架台の限界細長比 

架台の有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

架台に生じる曲げ応力 

架台に生じる圧縮応力 

架台に生じる組合せ応力 

架台に生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 

架台に生じる引張応力 

基礎ボルト又は取付ボルトに生じる引張応力の最大値 

架台に生じるせん断応力 

基礎ボルト又は取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

kg 

― 

― 

mm  

mm 

 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

mm 

 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊3 四捨五入 小数点以下第 1位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊5 四捨五入 有効数字 4桁＊4,5 

力 N 有効数字 5桁目＊5 四捨五入 有効数字 4桁＊4,5 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊6 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5: べき数表示でない場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊6：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる架台，取付ボルト及び基礎ボルトについて実施する。遠隔手

動弁操作設備遮蔽の耐震評価部位については，表 2－1から表 2－2の概略構造図に示す。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の架台は，十分剛な壁及び床に基礎ボルトにより固定される 

ものとする。 

(2) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の質量は，架台及び遮蔽板の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，遠隔手動弁操作設備遮蔽に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用 

するものとし，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処 

設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表 4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備 

の評価に用いるものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力逃がし 

装置 

遠隔手動弁操作設備

遮蔽 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備 

並びに格納容

器再循環設備 

遠隔手動弁操作設備

遮蔽 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

  ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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＊
 

 

表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 
 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ｆt 1.5・ｆs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

架台 

STKR400 周囲環境温度 50 ― 234 394 ― 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 1，2，4)の解析モデルを図 4－1から図 4－3に，解析モデル

の概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性につ

いての計算結果】の機器要目に示す。なお，遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 3)については，遮

蔽板を直接壁に固定していることから，構造上剛であるため解析モデルを用いない。 

(1) 遠隔手動弁操作設備遮蔽の架台をはり要素でモデル化する。 

(2) 解析モデル各要素の質量は，遮蔽板の質量を，取り付けられている鋼材の要素長で分配し

た分布質量として付加する。 

(3) 架台は壁と床に基礎ボルトで固定され，当該箇所の拘束条件は完全固定とする。 

(4) 解析コードは「ＮＡＰＦ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメントを求 

める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計 

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図4－1 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その1）） 

 

 

遮蔽板重量入力要素 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 

鋼材重量入力要素 

節点 1～22 

要素 ①～㉚ 

遮蔽板剛性付与要素 
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図4－2 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その2）） 

 

 

遮蔽板重量入力要素 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 

①～㉚ 

1～22 

要素 

節点 

鋼材重量入力要素 

遮蔽板剛性付与要素 
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図4－3 解析モデル（遠隔手動弁操作設備遮蔽 （その4）） 

 

 

取付ボルト固定点 

 
固定端（6方向拘束） 

 
遮蔽板重量入力要素 

1～45 節点 

要素 ①～○80  

鋼材重量入力要素 

遮蔽板剛性付与要素 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－4 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であることを確認

した。 

遠隔手動弁操作設備遮蔽（その 3）については，構造上剛であるため省略する。 

 

表 4－4 固有値解析結果   

形状 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

その 1 
1 次 水平 0.032 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 

その 2 
1 次 水平 0.036 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 

その 4 
1 次 水平 0.017 ― ― ― 

2 次 鉛直 0.050 以下 ― ― ― 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき 

設定する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 
  T.M.S.L. 21.455 

(T.M.S.L. 23.500＊1) 
0.036＊2 0.050 以下＊2 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：遠隔手動弁操作設備遮蔽（その 1，2，4）のうち最も大きい遠隔手動弁操作設備遮蔽 
     （その 1）を代表で記載する。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 架台 

    解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメ    

ントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。架台部の概要を図

4－4に示す。また，表 4－6に要素端での反力及びモーメントを示す。 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

＝σt
Ａ

|Ｆ| x

 ･･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1) 

－＝σc
Ａ

|Ｆ| x

 ･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2) 

 

(2) せん断応力 

 

ｐ

ｘ

２

z

z

２

ｙ

ｙ

Ｚ

Ｍ
＋

Ａ

　Ｆ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ





































 ･･････････････････････････････ (4.6.1.3) 

 

(3) 曲げ応力 

z

z 

y

y 
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
σ

||
＋
||

 ＝   ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.4) 

 

(4) 組合せ応力 

２２
faｆ ＋３τσ＝σ ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.5) 

ここで， 

bfa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.6) 
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表4－6 解析で得られる要素端での反力，モーメント(架台) 

形状 対象機器 
要素 

番号 

節点 

番号 

反力（N） モーメント（N・m） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その 1 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

3 5 
1.002 

×10³ 
649.3 

1.514 

×103 
0.0 110.6 47.2 

9 6 
1.084 

×10³ 
499.4 753.9 1.0 61.5 42.2 

10 6 
1.084 

×10³ 
499.4 753.9 1.0 61.5 42.2 

その 2 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

3 5 
1.279 

×10³ 
828.8 

1.844 

×103 
0.0 134.8 60.3 

9 6 
1.351 

×10³ 
637.8 919.2 1.2 74.7 53.9 

10 6 
1.351 

×10³ 
637.8 919.2 1.2 74.7 53.9 

その 4 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

10 11 
2.161 

×10³ 

1.385 

×10³ 

3.305 

×103 
29.9 488.7 98.2 

20 18 
5.623 

×10³ 

9.885 

×10³ 

2.079 

×103 
254.1 140.9 

1.034 
×103 

29 24 
2.466 

×10⁴ 

1.066 

×10³ 

4.349 

×103 
214.5 8.1 101.7 

 

 

 

図 4－4 架台部の概要 

 

  

架台 

モーメントＭｚ 

モーメントＭｘ 

モーメントＭｙ 

架台 

ｘ 

ｙ ｚ 

 

ｘ 

ｚ ｙ 

 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｘ 

Ｆｚ 
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4.6.2 基礎ボルト(その 1,2,4) 

基礎ボルト(その 1,2,4)に生じる応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力

Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚから手計

算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。遠隔手動弁操作設備遮蔽

の基礎ボルト部の概要を図 4－5に示す。また，表 4－7に要素端での反力及びモーメント

を示す。 

(1) 引張応力 

基礎ボルト(その 1,2,4)に対する引張応力は，図 4－5に示す架台の軸力Ｆｘとモーメ

ントＭｙ， 

Ｍｚを考え，これを全てのボルトで受けるものとして計算する。 

アンカープレートの中心に解析による計算で得られる軸力及びモーメントがかかるも

のとし，最も中心から遠い基礎ボルト(その 1,2,4)が最大の引張力を受ける前提として，

最大引張力から引張応力を計算する。 

a. 引張力 

Ｐ＋Ｐ＋
ｎ

|Ｆ|
＝Ｆ ２ｍａｘ１ｍａｘ

ｘ

ｂ
････････････････････････････ (4.6.2.1) 

 


ｎ

＝１

２
ｊｙ ｚｚＰ ／・＝Ｍ ｍａｘ１ｍａｘ

ｊ

 

     
ｎ

＝１

２
ｚ ｙｙＰ ／・＝Ｍ

ｍａｘ２ｍａｘ

ｊ
ｊ  

 

 

b. 引張応力 

ｂ

ｂ
ｂt

Ａ

Ｆ
＝σ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2) 

 

なお，Ａｂは以下の式で求める。 

４

π
＝ｄＡ ・

２

ｂ Ｏ
･････････････････････････････････････････････ (4.6.2.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで, 
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  (2) せん断応力 

基礎ボルト(その 1,2,4)に対するせん断応力は，図 4－5 に示す架台の軸力Ｆｙ，Ｆｚ

とモーメントＭｘを考え，これを全てのボルトで受けるものとして計算する。 

アンカープレートの中心に解析による計算で得られる軸力及びモーメントがかかるも

のとし，最も中心から遠い基礎ボルト(その 1,2,4)が最大のせん断力を受ける前提とし

て,最大せん断力からせん断応力を計算する。 

 

a. せん断力 

Ｑ＋
n

＋ＦＦ
＝Ｑ

ｍａｘ

２

ｚ

２

ｙ

ｂ

)(
 ････････････････････････････ (4.6.2.4) 

ここで， 


ｎ

＝１

２
ｊｘ ｒｒＱ ／・＝Ｍ ｍａｘｍａｘ

ｊ

 

 

b. せん断応力 

ｂ

ｂ
b

Ａ

Ｑ
＝τ ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.5) 
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表4－7 解析で得られる要素端での反力，モーメント(基礎ボルト) 

形状 対象機器 
反力（N） モーメント（N・m） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その 1 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.005 

×10³ 

3.028 

×10³ 

1.299 

×10³ 
0.0 95.0 222.0 

その 2 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.558 

×10³ 

3.688 

×10³ 

1.658 

×10³ 
0.0 120.6 269.6 

その 4 
遠隔手動弁操作 

設備遮蔽 

2.475 

×10⁴ 

4.395 

×10³ 

1.109 

×10³ 
214.5 99.5 799.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 基礎ボルト部の概要 
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モーメントＭｚ 

モーメントＭｘ 

アンカープレート 

モーメントＭｙ 

ｘ 

ｙ ｚ 
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Ｆｘ 
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4.6.3 基礎ボルト(その 3)及び取付ボルト(その 1,2,4) 

     解析モデルに含まない設備，部品に関しては手計算で応力計算する。 

      基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に生じる応力は,遮蔽板にかかる加

速度と遮蔽板質量の積によって求めた荷重を，固定する全ての基礎ボルト(その3)又

は取付ボルト(その1,2,4)で受けるものとして計算する。 

     なお，各設備において最大荷重の基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)の

み評価を実施する。 

(1) 引張応力 

a. 引張力 

  基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に対する引張力は水平方向 

 の加速度によって生じる。 

n

Ｃ・・gＷ
＝Ｆ

Ｈ

ｂ ･･････････････････････････････････ (4.6.3.1) 

b. 引張応力 

 引張応力は(4.6.2.2)式による。 

    

(2) せん断応力 

a. せん断力 

 基礎ボルト(その3)又は取付ボルト(その1,2,4)に対するせん断力は鉛直方

向加速度と水平方向加速度の合力によって生じる。 

n

Ｃ)（Ｃ ・g・Ｗ
＝Ｑ

２
Ｈ

２
ｖ

ｂ

1
････････････････････ (4.6.3.2) 

b. せん断応力 

  せん断応力は(4.6.2.5)式による。 
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 4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（遠隔手動弁操作設備遮蔽）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【遠

隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 架台の応力評価 

4.6.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ

応力は ƒｔ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 
ƒｃ 

 

(λ≦Λ) ・1.5
Ｆ

・
Λ

λ
0.4・1

2





















  

 

(λ＞Λ) 0.277・Ｆ・

2

λ

Λ








・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓ

 

 

許容曲げ応力 
ƒｂ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

 ･･････････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

 
2

λ
・
3

2
＝1.5’ν 










  ････････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

i 

 
＝ λ 

ℓ k 

 

＊  

＊  

＊ 

ν' 

＊  

＊  

＊  



 

 

27 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9
-5
-4
 R
0 

4.8.2 基礎ボルト及び取付ボルトの応力評価 

4.6.2 項及び 4.6.3 項で求めた基礎ボルト及び取付ボルトの引張応力σtbは，次式より

求めた許容引張応力 fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ] ･･････････････････････････････ (4.8.2.1) 

 

 せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルト及び取付ボルトの許容せん断 

 応力 fｓｂ以下であること。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

＊  

＊  



 

 

28 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9
-5
-4
 R
0 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 1)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 1)  
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.21.455 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.032 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 100 65 119.3 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 SS400 
241 

(厚さ≦16mm) 
394 241 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

  

4 3 

1 

65 

10
0 

2 

ｙ 

ｚ ｘ 

 

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 

アンカープレート 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

SS400 201000 0.3 1033.2 2.6 397.6 

 

 

 
要素番号 

3 9,10 

材料 
SS400 SS400 

Ａ(mm2) 480.2 585.0 

Ａｙ(mm2) 223.1 390.0 

Ａｚ(mm2) 223.1 390.0 

Ｚｙ(mm3) 3.080×103 6.338×103 

Ｚｚ(mm3) 3.080×103 877.5 

Ｚｐ(mm3) 791.7 1.755×103 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 1.002×103 ― 649.3 ― 1.514×103 

9 6 ― 1.084×103 ― 499.4 ― 753.9 

10 6 ― 1.084×103 ― 499.4 ― 753.9 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 0.0 ― 110.6 ― 47.2 

9 6 ― 1.0 ― 61.5 ― 42.2 

10 6 ― 1.0 ― 61.5 ― 42.2 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 2.005×103 ― 3.028×103 ― 1.299×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 0.0 ― 95.0 ― 222.0 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 1.422×103 ― 823.7 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 453.9 ― 915.6 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

33 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-4 R0 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.032 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 SS400 

引張り 3
 

5 ― ― σｔ ＝ 2 f ｔ ＝ 276 

圧縮 9
 

6 ― ― σｃ ＝ 2＊1 f ｃ ＝ 8 

せん断 3
 

5 ― ― τ  ＝ 8 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

6 ― ― σｂ ＝ 58 f ｂ ＝ 276 

組合せ 9
 

6 ― ― σｆ ＝ 60 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 3

 
5 ― ― σｔｂ＝ 7 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 3
 

5 ― ― τｂ ＝ 4 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 2)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

 (その 2) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.21.075 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.036 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 125 65 140.9 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 SS400 
241 

(厚さ≦16mm) 
394 241 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

  

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

65 

1
25
 

1 2 

4 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

ｙ 

ｚ ｘ 

 

3 

アンカープレート 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

SS400 201000 0.3 1033.2 2.6 397.6 

 

 
要素番号 

3 9,10 

材料 
SS400 SS400 

Ａ(mm2) 480.2 585.0 

Ａｙ(mm2) 223.1 390.0 

Ａｚ(mm2) 223.1 390.0 

Ｚｙ(mm3) 3.080×103 6.338×103 

Ｚｚ(mm3) 3.080×103 877.5 

Ｚｐ(mm3) 791.7 1.755×103 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 1.279×103 ― 828.8 ― 1.844×103 

9 6 ― 1.351×103 ― 637.8 ― 919.2 

10 6 ― 1.351×103 ― 637.8 ― 919.2 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

3 5 ― 0.0 ― 134.8 ― 60.3 

9 6 ― 1.2 ― 74.7 ― 53.9 

10 6 ― 1.2 ― 74.7 ― 53.9 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 2.558×103 ― 3.688×103 ― 1.658×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 0.0 ― 120.6 ― 269.6 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 3 5 ― 1.642×103 ― 1.011×103 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 585.6 ― 1.181×103 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

38 

K7 ① Ⅴ-2-9-5-4 R0 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.036 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 SS400 

引張り 3
 

5 ― ― σｔ ＝ 3 f ｔ ＝ 276 

圧縮 9
 

6 ― ― σｃ ＝ 3＊1 f ｃ ＝ 8 

せん断 3
 

5 ― ― τ  ＝ 9 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

6 ― ― σｂ ＝ 74 f ｂ ＝ 276 

組合せ 9
 

6 ― ― σｆ ＝ 76 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 3

 
5 ― ― σｔｂ＝ 9 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 3
 

5 ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 6 f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 3)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 3) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.20.610 

(T.M.S.L.23.500＊) 
0.050 以下 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.12 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2) 

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

Ｗ 

 (kg) 

遮蔽板取付

向き 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト ― ― ― 505.5 ― 1.020×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 ―
 0.050 以下 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 165＊1 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 5 f ｓｂ＝ 127 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 
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【遠隔手動弁操作設備遮蔽(その 4)の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

遠隔手動弁操作設備遮蔽 

(その 4) 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.6.975 

(T.M.S.L.12.300＊) 
0.017 0.050 以下 ― ― ＣＨ＝1.07 ＣＶ＝1.05 ― 50 

          注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
ｄｏ(基礎ボルト) 

(mm)

Ａｂ(基礎ボルト) 

(mm2)

ｎ(基礎ボルト) 
（本） 

ｙ1,2,3,4 

(mm) 

ｚ1,2,3,4 

(mm) 

ｒ1,2,3,4 

(mm) 

ｄｏ(取付ボルト) 

(mm) 

Ａｂ(取付ボルト) 

(mm2) 

ｎ(取付ボルト) 
（本） 

Ｗ 

(kg) 

遮蔽板取付

向き 

 
16 

(M16) 
201.1 4 95 95 134.4 

16 

(M16) 
201.1 4  鉛直 

 

 

 

 

  

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

架台 STKR400 
234 

(厚さ≦16mm) 
394 234 276 

基礎ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

取付ボルト SS400 
231 

(16mm＜径≦40mm) 
394 231 276 

95 

95
 

ｙ 

ｚ ｘ 

 

1 2 

4 3 

ｚj
* 

 

ｙ
j*  

 

注記＊：jは基礎ボルト番号を示す。 

アンカープレート 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカー) 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ 

STKR400 201000 0.3 1703.1 36.5 46.7 

 

 
要素番号 

10 20,29 

材料 
STKR400 STKR400 

Ａ(mm2) 1.217×103 3.067×103 

Ａｙ(mm2) 608.4 1.534×103 

Ａｚ(mm2) 608.4 1.534×103 

Ｚｙ(mm3) 2.630×104 8.160×104 

Ｚｚ(mm3) 2.630×104 8.160×104 

Ｚｐ(mm3) 4.473×104 1.491×105 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重                                                                 (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

10 11 ― 2.161×103 ― 1.385×103 ― 3.305×103 

20 18 ― 5.623×103 ― 9.885×103 ― 2.079×103 

29 24 ― 2.466×104 ― 1.066×103 ― 4.349×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 架台のモーメント                                                             (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

架台 

10 11 ― 29.9 ― 488.7 ― 98.2 

20 18 ― 254.1 ― 140.9 ― 1.034×103 

29 24 ― 214.5 ― 8.1 ― 101.7 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

  

 

  

17 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重                                                              (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 2.475×104 ― 4.395×103 ― 1.109×103 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント                                                          (単位：N･m) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 214.5 ― 99.5 ― 799.4 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

基礎ボルト 29 27 ― 8.553×103 ― 1.532×103 

 

1.3.6 取付ボルトに作用する力                                      (単位：N) 

部材 
要素 

番号 

節点 

番号 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度
 基準地震動Ｓｓ

 

取付ボルト ― ― ― 603.4 ― 1.304×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 水平 0.017 

 

1.4.2 応力                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架台 STKR400 

引張り 29
 

24 ― ― σｔ ＝ 8 f ｔ ＝ 276 

圧縮 29
 

24 ― ― σｃ ＝ 8＊1 f ｃ ＝ 236 

せん断 20
 

18 ― ― τ  ＝ 9 f ｓ ＝ 159 

曲げ 10
 

11 ― ― σｂ ＝ 23 f ｂ ＝ 276 

組合せ 10
 

11 ― ― σｆ ＝ 27 f ｔ ＝ 276 

基礎ボルト SS400 
引張り 29

 
27 ― ― σｔｂ＝ 43 f ｔｓ＝ 165＊2 

せん断 29
 

27 ― ― τｂ ＝ 8 f ｓｂ＝ 127 

取付ボルト SS400 
引張り ―

 
― ― ― σｔｂ＝ 3 f ｔｓ＝ 207＊2 

せん断 ―
 

― ― ― τｂ ＝ 7  f ｓｂ＝ 159 

すべて許容応力以下である。                               注記＊1：絶対値を記載 

                                                                                    ＊2：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




